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1.研究目的 

従来，警戒避難基準の設定には，時間雨量と実効雨量を用いた長期雨量指標が用いられ，多くの検証がなさ

れてきた（たとえば矢野，1990；林ほか，2000）。また，近年では実効雨量のかわりにタンクモデルによって

求められる土壌雨量指数が，長期雨量指標として全国の都道府県に普及しつつある。しかし，実効雨量や土壌

雨量指数は土壌の湿潤状態を示すため，その地域の土壌特性や地質・岩質特性により影響を受け，地域によっ

て異なった値をとると考えられる。そのため，パラメータが全国的に一律な土壌雨量指数よりも，地域ごとに

異なる半減期を持たせた実効雨量を用いたほうが望ましいことが指摘されている（恩田ほか，2006）。 
 加藤ほか（2000）は，揖斐川上流部の花崗岩と中古生層（堆積岩）の地域において 5～6 の小流域（0.59～
9.44 ha）を設定し，流量観測を行った。その結果，花崗岩流域は降雨開始後から比較的短時間に流量ピーク

が現われ，流域ごとの差が小さいこと，中古生層では流量ピークが花崗岩より遅く，流域ごとの時間差が大き

いことが示された。すなわち，個別の源流域において，流出特性に基づく長期雨量指標を策定するには，より

多くの源流域で観測し傾向を把握する方法があるが，源流域が集合した数km2以上の大きい流域においては，

その流域のスケールで流量データの解析を行う方法があると考えられる。前者は観測機器などの制約があり，

困難であることが予想されるため，後者の方法を検討することが必要である。そこで，本研究では，釜無川上

流域において山地流域の空間スケールと降雨流出特性との関係から長期雨量指標としての実効雨量に及ぼす

影響を考察し，警戒避難のための長期雨量指標の設定法を検討することを目的とした。 
2.対象地域・方法 

対象地域は，南アルプスの一部であり，山梨県と長野県の

県境に位置する釜無川および尾白川上流である（図 1）。地質

は，釜無川上流の左岸側において石灰岩を主とし，右岸側は

砂岩とチャート，塩基性火山岩等を含む。また，左岸の東縁

には，変成作用を受けたホルンフェルスが存在し，それより

も東には甲斐駒型花崗岩が分布する。一方，尾白川は釜無川

の支流であり甲斐駒型花崗岩が分布している。本研究では，

対象流域を源流域，中流域，大流域として選定した。 
水文観測は，源流域 2 地点および中流域 Kh，Kn，Kｎに

おいて実施した。中流域 OW および大流域 KO は，国土交通

省関東地方整備局富士川砂防事務所が観測した水位データを

使用した。源流域 2 地点と Kh には，自動採水機を設置し降

雨流出時に河川水の自動採水を行った。雨量データは K2 お

よび Ow-3 地点で観測し，大平・釜無の雨量データは国土交

通省関東地方整備局富士川砂防事務所が観測しているデータ

を使用した。今回，使用するデータは 2006 年 5 月 18 日～12
月 7 日の間に観測されたものである。 
3.結果および考察 

各流域における流量逓減の傾向を，実効雨量の半減期を用いて比較し，長期雨量指標との関連を検討した。

実効雨量は，前期降雨の影響を考慮した積算雨量である。実効雨量の計算式は，矢野（1990）にしたがった。 
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ここで，Rw：現在の実効雨量，Rt：現在の時間雨量，Rt-n：n 時間前の時間雨量，T：半減期（h）である。

前期降雨（解析期間）は，建設省河川局砂防部（1984）を参考に 14 日と設定した。 
各流域の流量逓減を再現する実効雨量の半減期は，以下の方法によって同定した。Shevenell（1996）によ

図 1 研究対象流域の位置 



ると，実際のハイドログラフの流量逓減は，対数軸で表現

すると 3 つの直線で近似されることが多い。そこで，本研

究では，降雨直後の急激な減衰（Segment 1）の後に続く

直線（Segment 2）の傾きを流量逓減の逓減係数，λとし

て求めた。次に，様々な半減期をもつ実効雨量で，流量逓

減の Seg.2 にあたる部分のλを求め，流量逓減のλと比較

し最も近い値の半減期を，最適半減期とした（図 2）。逓

減係数 λ は，Moore（1992）で使用されている以下の式

によって求めた。 
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ここで，λ：減衰係数，Q1：t1時の流量，Q2：t2時の流量

である。 
降雨規模と同定された実効雨量の半減期の関係から（図

3），石灰岩源流域 K1 の流量逓減に対応する実効雨量の半

減期は 12～168 h となり，降雨規模が大きくなると半減期

が長くなる傾向を示した。一方，堆積岩源流域 K2 は，実

効雨量の半減期が 72 h と一定の傾向を示した。この結果は，

異なる地質によって構成される山体の排出特性を表現して

いると考えられる。中流域では， Kh において 120 h と実

効雨量の半減期が長く（中規模イベントのみ），Kn，Kk，
OW では 12～60 h と短い傾向を示した。また，大流域 KO
の流量逓減に対応する実効雨量の半減期は 24～168h であ

り，K1 と同様に降雨規模が大きくなると半減期が長くなっ

た。各流域における，大規模降雨イベント時の流量逓減に

対応する実効雨量の半減期は，石灰岩源流域 K1 が 168 h，
堆積岩源流域 K2 が 72 h，中流域 Kn が 60 h，OW が 48 h，
大流域 KO が 168h であった。以上のことから，異なる地質を含む中・大流域の流量逓減の傾向は，KO にお

いて石灰岩源流域 K1 の実効雨量の半減期と対応がよく，Kn，Kk では花崗岩流域 OW の実効雨量の半減期

と対応がよかった。したがって，流量逓減の傾向は，流域に含まれる地質の面積比率によって異なり，源流域

で表現される山体からの水の排出特性（逓減特性）が，中・大流域の流量逓減特性に反映されている可能性が

示唆される。 
4.まとめ 

恩田（2006）では，源流域における流量逓減の再現より得られた実効雨量の半減期が，土石流発生危険度

判定のための先行降雨指数として有効であることが示されている。今回，流域スケールに関係なく地質によっ

て流量逓減特性が異なる可能性が示されたため，各地域で地質別の半減期を求め，実効雨量に対応させること

によって土石流発生危険基準線の検討を行い，警戒避難基準雨量を設定することが可能であると考えられる。 
一般的な豪雨においては，豪雨の継続時間は数時間に限られることが多いことから，短期の豪雨に対応する

土石流発生危険度は，流量逓減に対応する実効雨量の半減期が短い（山体からの水の排出が早い）花崗岩にお

いて高く，花崗岩＞堆積岩＞石灰岩の順であると予想される。一方，数十時間にもおよぶ長期降雨に対する土

石流発生危険度は，流量逓減に対応する実効雨量の半減期が長い（山体からの水の排出が遅い）石灰岩，堆積

岩地域において，より高まると予想される。したがって，各流域において設定された半減期の実効雨量を，リ

アルタイムに監視することにより，基盤地質の異なる地域の警戒避難のために，役立てられると考えられる。 
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図 2 最適半減期の設定例 

（矢印は Seg. 2 の開始点を表す） 
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図 3 各流域の半減期と降水量の関係 


